は　じ　め　に
2022国民春闘の対自治体当局交渉が間近に迫ってきました。

新型コロナ禍による企業業績の悪化により、自治体財政悪化等を背景に、2022年度の自治体予算編成は相当厳しい状況にあり、2022人勧期・賃金確定闘争をめぐる環境も一層厳しくなるものと認識しなければなりません。このため今次春闘は、私たち地方公務員にとっても極めて重要な闘争であることを全体で確認する必要があります。
道本部は、１月の道本部・地方本部春闘討論集会を経て、１月27～28日の自治労第161回中央委員会で意見反映し、２月４日の道本部第132回中央委員会で、2022道本部春闘方針と2022年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求を確立しました。

中央段階では、公務員連絡会が２月22日に春闘要求書を国家公務員制度担当大臣・人事院総裁に提出します。これを公務員部門の春闘の本格的スタートとし、公務員連絡会・地公部会も同時期に全人連・総務省に対して地方公務員の課題を中心とした要求書を提出します。
また、この間に自治労は、各県本部別の対自治体闘争と結合し、地公労（自治労、日教組、全水道）とも連携し、対自治体交渉を進めます。

民間大手のヤマ場は３月第３週（最大のヤマ場は３月15日～17日とする）、公務員連絡会の回答指定日（３月22日～24日で調整中）などを踏まえ、道本部は次の日程で2022国民春闘対自治体闘争を展開します。
全単組においては、本解説を活用して、学習会を開催するなど事前準備のうえ対自治体当局交渉を進めてください。
	対自治体闘争ゾーンの取り組み
２月21日(月)～25日（金）　全単組で要求書提出
（２月25日（金）集中提出日）
※　自治体単組においては「労使関係ルールに関する基本要求書」を提出し、これに基づき、労使間において「協定書（確認書）」を締結する取り組みを推進します。

　　また、すでに協定書を締結済みの単組では、最低でも口頭での確認行為を行ってください。ただし、首長の変更があった場合は、あらためて要求書を提出して確認行為を行うこととします。

※　要求書提出、回答、自治体闘争のヤマ場のスケジュールについては非常に短い期間での対応となっていることから、十分な取り組み期間を確保するために、引き続き要求書提出の日程を、基準日は設けず提出ゾーンとして提起します。そのうえで、２月26日を集中提出日とします。
※　全単組・総支部においては、自治労の対自治体統一行動に結集するために３月18日（金）29分くい込み集会を配置し、３月８日～３月17日までを重点交渉期間と位置づけます。また、統一行動指標を掲げながら、春闘要求の前進にむけ交渉を実施します。なお、労使合意を得た事項については、書面で確認することを追求します。
２月21日(月)～25日(金)　　　要求書提出（集中提出日　２月25日（金））

２月21日(月)～３月末　　　　組合旗掲揚

３月７日(月)　　　　　　　　回答指定日

３月８日(火)～17日(木)　　　重点交渉期間

３月14日(月)～18日(金)　　　腕章着用

３月18日(金)　　　　　　　　対自治体闘争道本部統一行動・29分時間内くい込み集会

　　　　　　　　　　　　　　超勤拒否、出張拒否
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